
平成30年度事業計画

１ 海外ビジネス支援事業【県委託事業】

(1) 貿易相談事業

県内企業等の海外事業展開を支援するため，貿易，金融，通関等の分野の貿易ア

ドバイザー等による貿易相談を実施する。

① 貿易相談

相 談 日 随時

場 所 かごしま海外ビジネス支援センター（産業会館又は県庁）

内 容 貿易アドバイザー等による貿易実務，金融，通関等に関する相談

受付及び対応

② 貿易セミナー

回 数 ２回

場 所 姶良管内及び熊毛管内

内 容 貿易アドバイザーによる講演及び貿易相談を実施

(2) 海外商談会等開催事業

本県とアジアをはじめとする海外との貿易振興を図るため，海外での商談会等を

開催する。

① 海外ミッション（商談会・見本市，市場調査）実施

米国，ASEAN等をターゲットとした食品輸出ミッションを派遣し，商談及び視察

等を実施する。

② インドネシア経済視察ミッション

日 程 平成30年５月24日（木）～28日（月）

場 所 インドネシア・ジャカルタ

内 容 東南アジア県人会開催に併せて，県内企業で経済視察ミッション

団を派遣し，本県企業現地工場の視察や，経済概況ブリフィーング

等を実施する。



③ 業務用食材商談会 in 香港
日 程 平成30年７月25日（水）

場 所 香港

内 容 県産品の販路拡大を図るため，関係機関や企業等と一体となり，

飲食店やレストラン向けの業務用食材に特化した食品商談会を開催

する。

④ 「うんまか鹿児島輸出商談会2018」開催

日 程 平成30年９月６日（木）

場 所 鹿児島サンロイヤルホテル

招 聘 者 上海，香港，台湾，シンガポール，米国等に商流を有する海外バ

イヤー等30社（予定）

出 展 者 県内企業60社（予定）

(3) 混載貨物輸出業者育成事業

食品輸出の振興及び県内外貿港の利用促進を図るため，県内食品企業の商品を

とりまとめ，混載コンテナの仕立てや貿易書類の作成代行などの役割を担う混載

貨物輸出業者を育成する。

助成金額

対象経費 食品混載コンテナの輸出実績に応じて定額助成

［審査書類］

① Ｂ／Ｌ（船荷証券

② Invoice（送り状）

③ パッキングリスト

④ 納品書，販売証明書等県産品であることがわかる書類



(4) かごしまブランド海外展開推進事業

海外における県産品の販路拡大やかごしまブランドの構築のため，海外における

フェアの開催及びそれに伴うバイヤー招聘やイメージアップ広告等によるＰＲ，先

進的な取組に係る調査を行う。

○ シンガポールの日系スーパーにおける「鹿児島フェア」開催

日 程 平成30年６月28日（木）から約１ヶ月間

場 所 シンガポールの日系スーパー３店舗

内 容 経済発展著しいASEAN地域の中心であるシンガポールにおいて県産

品の販路拡大を図るため，シンガポールの日系スーパーにおいて「鹿

児島フェア」を開催する。

(5) 管理運営事業

① かごしま海外ビジネス支援センターライブラリーの運営

日本貿易振興機構（ジェトロ）鹿児島貿易情報センターとの共同管理により，

かごしま海外ビジネス支援センターライブラリーを運営し，一般への閲覧に供し，

貿易関連の最新情報を提供する。

② ホームページによる情報発信

・ かごしま海外ビジネス支援センターの事業概要，支援・サービスの紹介

・ 貿易相談の案内

・ かごしま海外ビジネス支援センターライブラリーの紹介

・ 県内の貿易コンテナ運航の紹介

・ 貿易・経済関係団体ホームページとのリンク 等

２ 貿易振興事業（貿易協会自主事業）

貿易に関係する各種機関・団体との連携を強化し，情報交換等を通じ，協会活動の

充実強化を図る。

・ 九州各県貿易協会連絡協議会 ・ 薩摩川内市貿易振興協会

・ 鹿児島港利用促進協議会 ・ 鹿児島空港国際化促進協議会

・ 日本関税協会長崎支部 ・ 公益社団法人鹿児島県特産品協会

・ 鹿児島県アグリ＆フード金融協議会



３ 情報活動事業（貿易協会自主事業）

(1) 貿易情報誌の発行

海外情報，海外駐在員によるレポート，会員企業の紹介，商談会やセミナー等の

情報を掲載した情報誌を発行し，貿易関係の情報を発信する。

① 貿易協会情報誌 ACCESSの発行
② 『貿易ニュース鹿児島』（月間）配信

(2) メーリングリストによる情報発信

メーリングリスト登録者に，セミナーや見本市等の情報を随時配信

４ 貿易研修事業（貿易協会自主事業）

県内貿易関係業者の資質の向上に資するため，日本貿易振興機構（ジェトロ）鹿児

島貿易情報センター等と連携して貿易実務講座やセミナー等を開催する。

５ 貿易概況調査

県内企業の輸出入の状況等に関する実態調査を実施し，今後の海外市場開拓の施策

の参考とする。


